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今井 

媛っこ地鶏にトマトを給与すると赤みの強

い肉色を示したことから、消費者志向に合う有

望な資材として今後も調査を行い、トマトを活

用した特色ある鶏肉づくりの生産技術を確立

したいと考えている。 
現在、毎月約100羽を導入し、町内の道の駅、

旅館、飲食店等への出荷に加え、イベント販売

等により町内での生産・出荷体制が確立されつ

つある。今後も6次産業化に向けた行政支援を

行うことで、安定した生産・出荷体制が構築さ

れ、新規参入者の獲得が雇用を創出し、将来の

地域産業のひとつとして成長できればと期待

している。 
今後の生産拡大では、畜産業が単独で取り組

むのではなく、市町等との連携により地域産業

の振興を目的に産地化を図り、継続生産できる

経営体を増やすことが重要だと考えている。そ

のためには、各地域における飼育生産方法、精

肉主体か加工品販売を主体にするか等の出荷

販売プランの検討、また生産するだけでなく販

売意識を持った生産者を育成することが不可

欠である。生産規模は大きくないものの、現場

での積み上げが県全体の生産拡大につながる

と信じ今後も取組みを進めていきたい。 
 

７ おわりに （開発担当者として） 

媛っこ地鶏の開発試験は、私が養鶏試験場に

赴任する前に既に始まっており、私が開発試験

の最後の担当者であり、普及に取り組んだ最初

の担当者である。普及活動を始めるにあたり、

過去に伊予路しゃもでの普及活動において、

「専門業者に託せば一気に規模は膨らむが、経

営方針によってその膨らみは一気にしぼむこ

ともある」との趣旨のことを聞いていた。そこ

で私は、アンケート調査による価格設定やマッ

チングのための情報収集、普及方策として個人

や地域での実証展示による生産実績を既往成

果とし、その後に専門業者に案内する方法を提

案し了解を得た。一気に膨らまずとも着実な産

地づくりを目指すため、専門業者が先に動くこ

とで地域や個人の取組みが制限されることを

防ぎたいとの思いがあった。 
しかしながら、専門業者に先駆けて取り組む

以上、個人の生産者には、提供されたアンケー

ト情報を基に生産者自らが営業活動を行い、販

路を開拓することを課した。専門業者の生産出

荷までに、生産だけではなく経営や営業能力を

持った生産者の育成が重要だと考えた。これら

の生産者が県内に産地を形成することで、景気

や流行りに左右されない継続的な媛っこ地鶏

の生産体系が確立されることを目指したので

ある。 
また、県内各地域にそれぞれ特徴ある媛っこ

地鶏が誕生することで、それを身近に感じる地

域住民がサポーターとなり、口コミ営業等の応

援をしてくれることも期待した。これらの産地

化の取り組みでは、生産拡大とともに、複合経

営の安定化、転職の実現、施設の有効利用、高

齢化対策、また、6 次産業化により店舗開設に

よる専業化や居酒屋経営など、様々な形で地域

や産業の振興にも寄与できたと思っている。 
一方で、生産拡大には、専門業者の関与は不

可欠で重要である。現在でも、先駆けて行った

個人や地域の取組みが、専門業者によるスピー

ド感のある生産拡大を鈍らせ、結果、現状規模

にとどまっている原因かもしれないと感じる

ことがある。しかしながら、開発から 12 年経

った現在もそれぞれの産地が存立し、新たな産

地づくりに取り組まれていることから、完全に

否定される手法でもないとも思っている。 
今後も媛っこ地鶏の生産拡大に取り組む本

県において、管内で一人でも多くの生産者が産

地化の取組みを通じ、「やって良かった。」と実

感できる産地づくりを目指していきたい。 
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要約 

近年、第一次産品の高付加価値や知名度の向

上などを図ったブランド化の取り組みが活発

化しており、豚肉についても、そのブランド化

を目指した銘柄豚事業が多数出現している。銘

柄豚事業の数は 1990 年代後半以降、急速に増

加したが、その主な特徴としてはブランド名に

産地名称を用いること、銘柄の根拠は独自に改

良した飼料を用いていること、飼養する豚品種

はLWD雑種が多いこと、などが挙げられる。 
国内有数の養豚産地である鹿児島県と茨城

県における銘柄豚事業を比較検討すると、鹿児

島県では黒豚のブランド化が代表的であり、産

地の組織的・統合的なブランド化がみられたが、

茨城県では個々の経営体によるブランド化が

主流であった。こうした違いは、産地の立地や

発展段階に育まれた気風によって生まれたも

のと考えられ、ある特定の産地の成功例がただ

ちに他の産地でも有効に左右するとは限らな

いことが指摘できる。 
 また、銘柄豚として差別化を図るためには、

豚肉に付随する情報を効果的に消費者に示す

ことも重要であるが、その際にあえて必要のな

い情報が提示され、優良誤認につながりかねな

い販売方法も見受けられる。銘柄豚事業の推進

のなかで、生産面での効率化や耕畜連携などの

新しい取り組みも進めつつ、消費者には簡潔明

瞭な正しい情報を発信していくことで、生産者

と消費者がブランド化によって結びつくこと

を期待したい。 
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緒言 

 第２次世界大戦後の食肉消費の拡大によっ

て、１人あたり年間食肉消費量は1960年の5.2 
kgから2010年には29.1 kgまで増加した。こ

れとともに、豚肉生産を担う養豚業も急拡大を

遂げた。このなかでは、鹿児島県や宮崎県とい

った南九州と、千葉県、群馬県、茨城県といっ

た東京周辺部、そして北東北から北海道、およ

び愛知県などで主な産地が形成された。一方で、

現在の日本の養豚業は、食肉消費量の増加停滞

や安価な輸入豚肉の急増、担い手の減少と高齢

化など、様々な課題に直面している(図１)。さ

らに 2013 年、日本は TPP(環太平洋パートナ

ーシップ協定)の参加交渉に加わり、牛肉や豚

肉などの一層の価格低下が現実化しつつある。 

  

 

図１ 日本における豚肉供給量・価格の推移 
  （食料需給表により作成） 
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これらを背景に、近年、第一次産品の高付加

価値や知名度の向上などを図ったブランド化

の取り組みが活発化している。豚肉についても、

そのブランド化を目指した銘柄豚事業が多数

出現している。本稿は、この銘柄豚事業に注目

し、全国的な動向や主だった産地における銘柄

豚事業の展開や産地間の比較などの考察を、地

理学的視点から紹介する。これとともに、ブラ

ンド化の方法や消費者への情報提示などのあ

り方についても検討する。 
 なお、銘柄豚事業の展開や養豚業に果たす役

割などに関する筆者のより詳細な分析につい

ては、淡野寧彦(2007；2009；2010)などを参

照されたい。 
 

１ 銘柄豚事業の全国的展開 

 1999年から2014年までに計６冊が発行され

た『銘柄豚肉ハンドブック』をもとに、まず掲

載事業数の推移をみると、1999 年：179 件→

2003年：208件→2005年：255件→2009年：

312件→2012年：380件→2014年：398件と

年を経るごとに銘柄豚事業は増加している(図

２)。2014年のハンドブックに掲載された全事

業を合わせた銘柄豚の年間出荷頭数はおよそ

720万頭に上り、単純換算すれば国産豚の２頭

に１頭は何らかの銘柄豚として出荷されたこ

とになる。 

銘柄豚肉ハンドブックにみられる事業の特

徴について、2005 年版の 255 件を対象に検討

すると、全事業の合計出荷頭数は約480万頭で

あり、事業実施主体は農協(JA)、組合法人、食

肉業者、大手食肉メーカー、個人農家など多岐

に渡る。そのため、事業ごとの年間出荷頭数で

は、数百頭から数十万頭と大きな開きがある。

事業数の多い都道府県は群馬県、北海道、岩手

県、新潟県、静岡県などであるが、都道府県別

の銘柄豚出荷頭数では群馬県などの関東地方

や、鹿児島県、宮崎県、東北地方など、肉豚自

体の出荷頭数の多い地域が挙げられる。次に豚

品種では、179件がLWD雑種（365万頭：76%）

と多く、バークシャー種などの純粋種は 36 件

（50万頭：10%）に過ぎない。またブランド名

には、牛肉と同様に地名が用いられることが多

い傾向にある。一方で、銘柄豚とする根拠につ

いては、実施主体が独自に改良した飼料の使用

を挙げる事業が146件と多い。銘柄豚の一例と

して、地名や地域と関係するものでは「ふれ

愛・媛ポーク」(愛媛県)、「米澤豚一番育ち」(山

形県)、「ローズポーク」（茨城県)など、豚品種

等が付いたものでは「かごしま黒豚」(鹿児島

県)、「TOKYO X」(東京都)など、飼料や生産

方法に起因するものでは「北浦oh茶メ豚」(茨

城県)、「奥入瀬ガーリックポーク」(青森県)、

「きなこ豚」(宮崎県)などがそれぞれ挙げられ

るが、地名と飼料原料を組み合わせた銘柄名称

なども多数みられる。なお、この傾向は、現在

でもほぼ同様である。 

 一方で、豚肉を販売する小売店においては、

鹿児島県産を主とする黒豚(バークシャー種)、

黒豚以外の銘柄豚、銘柄豚以外の国産豚肉、輸

入豚肉の、最大で４種類が価格帯を変えて販売

される傾向にある。銘柄豚販売に際しては、銘

柄豚の名称やその特徴などが記された掲示物

や商品に貼付されるミニシールなどが活用さ

れている(図３)。 

 
２ 主要産地における銘柄豚事業の特色 

－鹿児島県と茨城県の事例－ 

 日本最大の養豚県である鹿児島県と、国内屈

指の養豚県である茨城県を対象として、銘柄豚

事業の特色について、現地調査をもとに検討す

る。 

 
図２ 『銘柄豚肉ハンドブック』に掲載された 

銘柄豚事業数の推移 
（『銘柄豚肉ハンドブック』各年版により作成） 
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ブランド銘柄豚の特徴と課題 

 
鹿児島県は 1983 年以降、日本最大の養豚業

産地としての地位を保っており、県農業の過半

を畜産が占め、そのうち養豚の生産額は20％に

上る。一方で、1990 年代以降、日本全体の豚

飼養頭数が減少に転じるなかで、鹿児島県にお

いても 1990 年代半ば以降の頭数は横ばいない

し微減傾向となり、量的拡大に代わる産地存続

のための新たな対応策が必要となった。この具

体策の１つが銘柄豚事業であるが、鹿児島県に

おける最も特徴的な銘柄豚は、黒豚生産である。

元々、鹿児島県の養豚業では黒豚が主であった

が、1960~80年代に県内の養豚業が拡大するな

かで、生産効率の良い大型雑種(LWD 雑種)へ

の転換が進み、黒豚は急減した（図４）。しか

し 1990 年代以降、鹿児島県の豚飼養頭数が伸

び悩むなか、黒豚の頭数は次第に増加した。こ

の背景として、一般的な品種となった大型雑種

は豚肉の価格低下傾向の影響を大きく受ける

ため、当初は飼育頭数の増加によって利益の確

保が目指されたが、過密飼育による病気の発生

 
図３ 小売店における銘柄豚の販売例 

(2007年3月 筆者撮影) 

 
 

図５ 鹿児島県黒豚生産者協議会の枠組み (鹿児島県黒豚生産者協議会提供資料により作成) 

 

 
図４ 鹿児島県における年間黒豚出荷頭推移 
(鹿児島県黒豚生産者協議会提供資料により作

成) 
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など、より深刻な問題が生じることとなった。

そのため、グルメブームなどの影響によって品

薄となり、高値で取引されるようになっていた

黒豚生産へ転じる経営体が多数出現した。さら

に、鹿児島県産の黒豚がブランド豚肉として定

着した要因として、1990 年に設立された鹿児

島県黒豚生産者協議会の取り組みは無視でき

ない(図５)。主な黒豚生産グループと行政機関

などによって構成されたこの組織は、「かごし

ま黒豚」のブランド名称とその生産基準の設定

や、かごしま黒豚証明書制度、かごしま黒豚販

売指定店制度などを取り決めた。また、農水省

が 1999 年に「黒豚」と明記できる豚肉をバー

クシャー純粋種に限るという定義を発令した

ことも、この協議会をはじめとする強い働きか

けがあった。このような組織的なブランド管理

によって、鹿児島県の黒豚の価値が向上し、養

豚経営を支える原動力となったのである。また、

飼料などに特徴を持たせた大型雑種のブラン

ド化なども 1990 年代後半頃から活発化し、肉

豚の多くを何らかの銘柄豚として出荷する経

営組織も増加した。 
 一方で、同じく主要な養豚産地である茨城県

においては、組織的なブランド化の動きはさほ

どみられず、個々の経営体が独自に銘柄豚事業

を行う動きが強かった。この要因として、東京

や大阪等の大消費地からは遠い鹿児島県にお

いては、産地形成の段階から組織的な仕組みづ

くりが整えられた一方で、大消費地に近接する

茨城県では、個別の経営体による規模拡大や効

率化が優先され、こうした気風の違いが銘柄豚

事業にも色濃く反映されていることが考えら

れた。以上のように、産地の違いによってブラ

ンド化の取り組みにも違いが生じることが明

らかになった。 
 
３ ブランド化の方法や消費者への情報提示など

のあり方に関する地理学的一考察 

銘柄豚事業の拡大という現象を別の視点か

ら解釈するならば、大量・安定的な豚肉供給が

実現されただけでなく、豚肉に関する様々な情

報も消費者に発信される状況がもたらされた

ということができる。とくに安価な輸入豚肉へ

の対抗手段として、何らかのかたちで商品を差

別化し、再生産可能な価格で販売できる仕組み

を整えることが国内養豚業の存続に重要であ

ることから、豚肉そのものの品質向上のみなら

ず、商品に付与される情報の重要性は今後も高

まることが予想される。一方で、多くの情報が

氾濫する現代社会においては、真に伝えたいこ

とをいかに効果的に示し、理解され、支持を得

るかが重要であり、逆にいえば、不必要な情報

をなるべく付与しないことが重要である。とこ

ろがこの観点に立った場合、筆者にはいささか

危惧する販売方法が見受けられる。それが、近

年、商品名や商品の説明等に「三元豚」の表記

が用いられることである(図６)。 
三元豚とは３つの豚品種を交雑してできた

 
図６ 小売店・飲食店における「三元豚」表示 

の例 
 a) 2011年11月，b) 2010年9月，c) 2015年 
8月  (いずれも筆者撮影) 
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など、より深刻な問題が生じることとなった。
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ブランド銘柄豚の特徴と課題 

豚を指すが、日本において三元豚とは先述した

LWD 雑種を意味することが畜産関係者のなか

では一般的と思われる。そしてLWDの三元豚

は日本で飼養される肉豚の８～９割に該当す

る、極めて一般的なものである。一方で、多く

の消費者にとって、三元豚という用語が何を意

味するのかについて知る機会はほとんどなく、

普段の生活の中で必ずしも理解しておかねば

ならない知識でもない。こうしたなかで図６に

示した方法で豚肉やその加工・調理品が販売さ

れた場合、消費者が「三元豚」を特別なものと

して認識してしまう可能性がある。より具体的

にいうなら、図６－a・b) のような表記からは、

三元豚という豚自体が「こだわり」であるとい

う認識が生まれかねず、図６－b・c) の表記か

らは三元豚という方法が特殊で優れたもので

あるという認識を抱きかねない。さらに付け加

えるならば、図６－c)の飼料に関する説明にあ

る「麦類やとうもろこしなどの穀物を食べて」

という記述は、何の目的で当たり前のことを記

しているのか、きわめて不明瞭である。 
さて、ここで示したいくつかの例は、嘘では

ない事実であり、表示そのものに違反があるわ

けでもない。あくまでも販売戦略の一環、事業

者の営業努力とされてしまえば、それ以上の反

論は困難であろう。しかし、今回例示した「三

元豚」が、付加価値・差別化の要素として示さ

れるのは社会全体にとって妥当であろうか。消

費者が知らないこと、目新しそうなことを強調

すること自体は自由である。一方で、今後、三

元豚というやり方がごく一般的なものという

認知が広まった際、何らかの不信感が発生する

ことが危惧される。今日のように膨大かつ様々

な食料が供給されるなかでは、食料生産や流通

の実態を社会全体が認識しづらい状態が形成

されてしまっている。近年、しばしば報道され

る産地偽装や風評被害の問題は、食に対する大

きな不安を与える。今回取り上げた「三元豚」

表示も、消費者に対して優良誤認をもたらしう

るものであるならば、何らかのかたちでこの表

示方法が問題視された際に、消費者に「また騙

された」という不信感を与えかねない。養豚業

をはじめとする日本の畜産全体が、商品の品質

向上を図るとともに、消費者らからの信頼を得

ることで事業の存続を目指すなかで、消費者か

らの信頼を失いかねないPR方法には疑問を抱

かずにはいられない。 
ところで、畜産の現場と消費者との間には、

社会的・空間的な距離や乖離が存在しており、

これらは容易には解消できず、消費者が畜産業

についてイメージしたり理解したりするうえ

での障壁になっていると思われる(図７)。例え

ば社会的な隔たりとして、消費者は肉を見て食

べるが元々の家畜の姿を見ることはなく、生産

者も消費者も「同じもの」に接していても、そ

の形態は大きく異なってしまう。また、農業技

術が日々進化すると同時に非農業者が増加す

るなかでは、生産者と消費者との間に理解する

技術や情報の差異が発生する。また空間的な隔

たりとして、水田は身近な場所に存在するが、

家畜舎は多くの場合、身近にはなく訪れること

もないため、畜産に関する明確な認識を抱きに

くい。さらに近年では、家畜伝染病の流行への

対応として防疫体制の強化が進み、家畜と間近

 
図７ 畜産業をめぐる生産者と消費者との社会的・空間的隔たり(筆者原図) 
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に接するのは一層ごく一部の関係者のみとな

った。大勢の消費者が居住する都市部と、多く

の家畜が飼養される農村部という、存在・行動

する空間の違いが、畜産業においてはとくに顕

著である。そしてこれらのことから、畜産関係

者にとっての当たり前は消費者にとってはそ

うではなく、あえて必要のない情報が消費者の

商品選択上の判断材料になってしまう危険性

が存在する。消費者が十分な認識を持ちがたい

畜産業であるからこそ、ブランド化の方法や消

費者への情報提示などのあり方には、慎重な対

応が求められるのである。 
 
４ おわりに 

本稿では地理学による空間的視点から、銘柄

豚事業を例としてブランド畜産物の特徴を検

討した。その結果として、主に生産・流通面に

おいては、ブランド化を進めるうえで、産地の

立地状況や、その産地が持つ気風にも注意が向

けられるべきであり、ある特定の産地の成功例

がただちに他の産地でも有効に左右するとは

限らないことが指摘できる。また主に消費面に

おいては、ブランド(化されようとしている)畜

産物が氾濫し、かつ消費者の生産現場等に対す

る認識が低い状況下においては、消費者に対す

る簡潔明瞭な情報提示が重要であるとともに、

事実であってもあえて大々的に明示する必要

のない情報、言い換えれば優良誤認を引き起こ

しかねない情報の発信は慎まれるべきもので

あることが指摘できる。 
ブランドとは「ある売り手あるいは売り手の

製品およびサービスを識別し、競合他社の製品

およびサービスと差別化することを意図した

名称、言葉、サイン、シンボル、デザイン、あ

るいはその組み合わせ」であり、「ブランドと

消費者の間の関係は、ある種の契約や協定とみ

ることができる」(Keller, 1998)。銘柄豚事業が

全国的に氾濫する中では、消費者に特別な感情

を抱かせるような新たな価値の創出や、それを

いかに消費者に伝えてニーズを掘り起こすか

が重要となっている。この実現には多くの困難

がともなうが、生産面での効率化や耕畜連携な

どの新しい取り組みも進めつつ、消費者には簡

潔明瞭な正しい情報を発信していくことで、生

産者と消費者がブランド化によって結びつく

ことを期待したい。 
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